
 

 

 

 

 

 

 

 

目的・目標額の設定が大切 

 昭和56年から30年以上にわたって

日本人の死因トップはがんです。テ

レビなどでは、九州大などの研究チ

ームによる「尿１滴でがんの有無を

判断！」が話題となっています。 

内閣府の「がん対策に関する世論

調査の概要」（平成27年１月）では、

がんについて知っていることは、「が

んの治療方法には、大きく手術療法、

化学療法、放射線療法がある」が

66.6％、「子宮頸がんのように若い

世代で増えているがんもある」が

62.8％、「たばこは、さまざまなが

んの原因の中で、予防可能な最大の

原因である」が62.4％と高く、次い

で、「日本では、死亡者の約３人に

１人が、がんで死亡している」（43.6 

％）でした。 

治療のための技術・機器等は日々

進歩していますが、やはり国による

支援も必要です。 

がん対策についての政府への要望

としては、「がん医療に関わる医療

機関の整備」が64.9％と最も高く、

以下、「がんの早期発見（がん検診）」

「がんに関する専門的医療従事者の

育成」「がんによって就労が困難に

なった際の相談・支援体制の整備」

の順となっています。 

 前回調査と比較すると、「がん医

療に関わる医療機関の整備」（54.2 

％→64.9％）、「がんに関する専門的

医療従事者の育成」（48.0％→55.3 

％）、「がんによって就労が困難に

なった際の相談・支援体制の整備」

（50.0％→53.4％）が上昇し、「がん

の早期発見(がん検診)」（67.2％→

56.5％）は低下しています。 

 年齢別では、「がん医療に関わる医

療機関の整備」は20歳代から50歳代
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内閣府「がん対策に関する世論調査」 

で、「がんの早期発見（がん検診）」

は20歳代、30歳代で、「がんに関する

専門的医療従事者の育成」「がんに

よって就労が困難になった際の相

談・支援体制の整備」は40歳代、50

歳代で、それぞれ高くなっています。 
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